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２．民間介護事業者に共通した要望事項 

 

（１）各サービス共通の事項 

①良質なサービスを安定的に提供できるよう、専門性の高い人材の確保及びサー

ビスの提供に必要なコストを適正に評価した介護報酬とすること。 

 

（理由） 

介護保険制度では、人員、設備及び運営に関する基準（指定基準）に定め

られたサービスを国民に提供することを保障しており、介護事業者にはその

サービス提供体制を維持するとともに、常にサービスの質の向上に努めるこ

とが責務とされている。このためには、専門性の高い人材の確保やスキルア

ップ及び事業運営の効率化が求められる。こうした人材の確保・育成に係る

コストを適正に評価し、これに見合う介護報酬の水準となるよう見直してい

ただきたい。 

 

②介護サービスの提供にあたって、給与水準の差及び中山間地域等でのサービス

提供の非効率性など、介護報酬の地域区分の違いに基づく格差を是正するよう

介護報酬を見直すこと。 

 

（理由） 

介護保険制度の下では全国どこでも均質な介護サービスが提供されなけ

ればならない。しかし、都市部では給与水準や事務所の賃料等が高いこと、

中山間地域等では訪問時の移動距離が長いこと等からサービス提供の効率

性が低下するなど地域における条件の格差が生じている。反面、現在の介護

報酬の地域区分は、こうした地域の実情を適切に反映したものとなっていな

いことから、これを是正していただきたい。 

 

 

（２）訪問介護サービスに関する要望事項 

 

  ①サービス提供責任者の業務の重要性に鑑みその介護報酬上の評価をすること

及び効率的な運用や非常勤職員の登用ができるよう配置基準等を見直すこと。 

 

  （理由） 

    サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成するとともに、利用申し込み

の調整、サービス担当者会議への出席、訪問介護員等の管理などその責務は

重く、人員配置基準も厳しい。しかし、現在の訪問介護の介護報酬体系の中

ではその確保が難しいことから、サービス提供責任者の十分な配置が可能と

なるよう介護報酬の引き上げを図っていただきたい。 
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サービス提供責任者は要件として、常勤であることが規定されているが、

優秀な人材であれば非常勤職員であってもサービス提供責任者の責務を十分

担えるはずである。当然それは勤務形態で判断されるべきものではない。 

    また、優秀な人材であれば効率的なサービス管理が可能であり、その範囲 

   も一律的に規定できるものではない。従って、サービスの質が低下しない限

りにおいて、現行の人員配置基準の緩和を図ることを要望する。 

     

  ②特定事業所加算の算定要件を緩和すること及び利用者の負担軽減策を講じる

こと。 

   

（理由） 

    サービスの質の高い事業所を評価するため設けられた仕組みであるが、特 

定事業所加算の条件が厳しいことから加算を受けている事業所数は少ない。 

また、利用者にとっては、特定事業所加算の趣旨が理解されにくいことに加 

え、この加算の取得が利用者の一割負担の増加やサービス提供量の減少につ 

ながることにもなり、たとえ要件を満たせる事業所であっても敬遠している 

のが実情である。 

 このため、算定要件を緩和するとともに、加算制度であることを考慮し、

利用者の負担増に対する軽減措置を講じていただきたい。 

 

 

（３）居宅介護支援サービスに関する要望事項 

  ①介護報酬を大幅に引き上げること。 
 （理由） 

介護事業経営実態調査結果でも明らかなとおり、居宅介護支援事業所の収 
支差率は大幅なマイナス値となっており、他の介護サービスと比較しても突 
出している。健全な事業所運営が図れるように介護報酬の大幅な引き上げを 
検討していただきたい。 

 

 ②特定事業所集中減算については、廃止を含めて見直しすること。 

    

  （理由） 

特定事業所集中減算の考え方は、居宅介護支援事業所の公正中立性を確保

するため特定の事業所に集中することを回避することが目的であるが、現行

制度の運用では、良質な事業所の利用にも制限がかかることになり、努力を

した事業所が報われないという現象が発生している。 

利用者がサービス水準の高い良質な事業所を求めることは当然のことであ

り、こうした介護保険の基本理念である利用者の選択を損ないかねない現行

の特定事業所集中減算については、廃止を含めて見直していただきたい。 
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【参考】 

民間介護事業推進委員会について 

 
１．設立の趣旨 

介護サービス事業については、地方自治体や社会福祉法人のみならず、民間営利

法人、農協、生協、ＮＰＯ法人など、多様な主体によって介護サービスが提供され、

在宅サービスを中心に介護サービスの供給量は飛躍的に拡大してきた。 

  一方、この介護保険制度を将来にわたって持続可能なものにしていくためには、

制度そのものや介護報酬の見直し等において、介護サービスの需要動向や、多様な

サービス提供事業者などの意見も取り入れた実態的な見直しが不可欠となってくる

ものと考えられる。  

  従来より、在宅関係事業者は、複数の団体に分かれて活動しているが、民間の主

体性に基づいた活動として、在宅介護の関係諸団体が参集し、介護保険制度の下で

の事業環境の整備及びこれを支援する方策等について、それぞれの経験、成果、課

題等についての情報や意見交換及び要望等を集約することを目的に、民間介護事業

推進委員会が設立された。  

 

 

２．設立年月 

  平成２０年８月 

 

 

３．構成団体（順不同） 

○社会福祉法人 全国社会福祉協議会 
○ＪＡ高齢者福祉ネットワーク 
○有限責任中間法人 日本在宅介護協会 
○日本生活協同組合連合会 
○「民間事業者の質を高める」有限責任中間法人 全国介護事業者協議会 
○特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 
○社団法人 シルバーサービス振興会 

 



 
 
   今後、介護給付費分科会での審議が進み、具体的に給付額及び基準の見直し 

等の骨子が検討されていく段階で、当民間介護事業推進委員会といたしまして 
は、具体的な数値を含めた要望、あるべき提言を再度提出させていただきたい 
と考えます。 
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